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対して質問票を送付した。質問票は 2014 年６月 31 日を回収期限として，2014
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年６月１日に郵送を実施した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回









2015 年に追加調査した中小企業は，金融業と保険業を除く従業員数 100 名
以上の非上場の企業で，資本金が５億円未満の上記 8,027 社のうち，既に調査
した 3,500 社以外の企業 4,527 社を対象に調査しようとしたが，従業員数 100
名以上ということでこの年新たに検索したところ，企業数に変化がみられた。
そのため，上記の 2014 年に調査した企業を除く 5,477 社に対して質問票を送
付することになった。質問票は２回に分けて送付した。１回目は 2015 年８月
31 日を回収期限として 2015 年８月１日に 1,619 社に対して送付し，２回目は
2015 年 11 月 30 日を回収期限として 2015 年 11 月１日に 3,858 社に対して送付
した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回






上場の大企業は 10.6%，中小企業は 8.6%ないし 8.83%で，非上場の大企業な
いし中小企業のほうが明らかに回収率が高かったからである。それはおそらく
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場企業 3,444 社が対象であり，2016 年６月 31 日を回収期限として，2016 年６
月１日に郵送質問票調査を実施した。この際，３年前の 2013 年６月 31 日に既
にご記名で回答いただいた企業 99 社は除いて質問票を郵送したため，実際に
は 3,345 社に発送することになった。このように 2013 年６月 31 日に回収した
際にご記名で回答いただけた企業 99 社は把握できたが，無記名でご回答いた






期限後も含めた最終回収企業は 177 社で回収率は 5.29%であった。この調査
はいってみれば積極的にご回答頂ける企業は除いた再調査となったため，当然
のことながら回収率は極めて低いものとなった。ただ，2013 年調査の上場企






た当時の商用のデータベースにあった 912 社を対象とし，2016 年８月 31 日を
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回収期限後も含めた最終回収企業は 82 社で回収率は 8.99%であった。
⑥ 2017 年の金融・保険業の再調査
さらにその後，2017 年に金融・保険業の再調査を行った。その理由は，
2016 年に回収したデータ 82 社だけでは統計解析するにはサンプル数が少な
かったためである。2017 年に再調査した金融・保険業は，金融業と保険業を
中心としたすべての金融・保険業が対象であり，2017 年８月 31 日を回収期限
として，2017 年８月１日に郵送質問票調査を実施した。この際，前年の 2016
年８月 31 日に既にご記名で回答いただいた企業 28 社は除いて質問票を郵送
したため，実際には 884 社に発送することになった。なお，その際，2016 年






回収期限後も含めた最終回収企業は 41 社で回収率は 4.64%であった。2016 年
調査，2017 年調査を合わせた金融・保険業の回収企業は小計 123 社で回収率
は 13.49%であった。
178
－179 （     ）－
⑦集計結果
以上，上記のデータをすべてトータルするとここまで蓄積した最終回収企業









次表の通りであり，製造業 510 社（10.4%），情報・通信業 76 社（7.5%），建
設業 123 社（11.5%），不動産業 23 社（9.1%），卸・小売業 247 社（8.4%），サー




製造業 4,917 510 10.4%
情報・通信業 1,012 76 7.5%
建設業 1,074 123 11.5%
不動産業 254 23 9.1%
卸・小売業 2,924 247 8.4%
サービス業 2,110 184 8.7%
運輸・倉庫業 1,163 104 8.9%
電気・ガス業 49 ７ 14.3%
金融・保険業 912 123 13.5%
その他 50 ５ 10.0%
















10 億未満 62 4.5%
10 億～ 20 億未満 85 6.2%
20 億～ 30 億未満 109 7.9%
30 億～ 40 億未満 89 6.4%
40 億～ 50 億未満 78 5.6%
50 億～ 100 億未満 291 21.1%
100 億～ 300 億未満 356 25.8%
300 億～ 500 億未満 95 6.9%
500 億～ 1000 億未満 82 5.9%
1000 億～ 2000 億未満 52 3.8%
2000 億～ 3000 億未満 29 2.1%
3000 億～ 10000 億未満 35 2.5%





10 億未満 101 7.4%
10 億～ 20 億未満 119 8.7%
20 億～ 30 億未満 98 7.1%
30 億～ 40 億未満 102 7.4%
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40 億～ 50 億未満 67 4.9%
50 億～ 100 億未満 250 18.2%
100 億～ 300 億未満 294 21.4%
300 億～ 500 億未満 81 5.9%
500 億～ 1000 億未満 66 4.8%
1000 億～ 2000 億未満 61 4.4%
2000 億～ 3000 億未満 27 2.0%
3000 億～ 10000 億未満 65 4.7%





50 人～ 100 人未満 68 5.1%
100 人～ 200 人未満 416 31.0%
200 人～ 500 人未満 464 34.5%
500 人～ 1000 人未満 192 14.3%
1000 人～ 2000 人未満 84 6.3%
2000 人～ 3000 人未満 31 2.3%
3000 人～ 4000 人未満 23 1.7%
4000 人～ 5000 人未満 13 1.0%
5000 人～ 10000 人未満 34 2.5%


























上場企業 中小企業 非上場大企業 金融・保険業
10 億未満 ９ 32 ０ 21
10 億～ 20 億未満 ５ 65 ０ 15
20 億～ 30 億未満 ６ 90 １ 12
30 億～ 40 億未満 ４ 79 ２ ４
40 億～ 50 億未満 ６ 65 １ ６
50 億～ 100 億未満 41 218 12 20
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100 億～ 300 億未満 105 184 48 19
300 億～ 500 億未満 49 23 14 ９
500 億～ 1000 億未満 46 15 15 ６
1000 億～ 2000 億未満 31 ２ 16 ３
2000 億～ 3000 億未満 16 ２ ８ ３
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図表７：上場企業，中小企業，非上場大企業，金融・保険業の「総資産規模」比較
上場企業 中小企業 非上場大企業 金融・保険業
10 億未満 ５ 87 １ ８
10 億～ 20 億未満 ８ 105 ２ ４
20 億～ 30 億未満 ５ 89 １ ３
30 億～ 40 億未満 ６ 91 ２ ３
40 億～ 50 億未満 ５ 60 ２ ０
50 億～ 100 億未満 37 197 11 ５
100 億～ 300 億未満 112 121 52 ９
300 億～ 500 億未満 55 ９ 15 ２
500 億～ 1000 億未満 38 ４ 15 ９
1000 億～ 2000 億未満 24 ２ 14 21
2000 億～ 3000 億未満 16 ０ ４ ７
3000 億～ 10000 億未満 31 １ ２ 31













上場企業 中小企業 非上場大企業 金融・保険業
50 人～ 100 人未満 27 19 ０ 22
100 人～ 200 人未満 29 349 11 27
200 人～ 500 人未満 76 304 49 35
500 人～ 1000 人未満 74 60 35 23
1000 人～ 2000 人未満 36 28 15 ５
2000 人～ 3000 人未満 16 ７ ５ ３
3000 人～ 4000 人未満 15 ４ ２ ２
4000 人～ 5000 人未満 10 ２ １ ０
5000 人～ 10000 人未満 28 １ ４ １
10000 人以上 11 １ １ ５
各規模の割合をグラフで示すと次のようになった。上場企業は 200 人～ 500
人未満，500 人から 1000 人未満の企業が多く，一方で 2,000 人以上の大企業も
あれば 200 人以下の企業もあった。本調査で調査対象とした中小企業について
は 100 人～ 200 人未満，もしくは 200 人から 500 人未満が多く，ひっくるめる
と 500 人未満の企業が多かった。ここに企業規模を区分する一つの断層がある
と考えられる。非上場の大企業は 200 人～ 500 人未満，500 人から 1000 人未
満が多く，金融・保険業は 200 人～ 500 人未満，100 人から 200 人未満，500
















































































































































①小規模企業（従業員数 500 人未満） 948 社（70.6%）
②中規模企業（従業員数 500 人～ 2,000 人未満） 276 社（20.6%）
③大規模企業（従業員数 2,000 人以上） 119 社（8.9%）
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製造業 331 102 52
卸・小売業 162 47 21
サービス業 126 38 14
不動産業 18 ２ ０
情報通信業 45 20 ５
運輸・倉庫業 83 16 ５
建設業 89 20 10
金融・保険業 82 28 10







業員数 200 人未満），②準中規模企業（従業員数 200 人～ 500 人未満），③中
規模企業（従業員数 500 人～ 1,000 人未満），④準大規模企業（従業員数 1,000




①小規模企業（従業員数 200 人未満） 484 社（36.0%）
②準中規模企業（従業員数 200 人～ 500 人未満） 464 社（34.5%）
③中規模企業（従業員数 500 人～ 1,000 人未満） 192社（14.3%）
④準大規模企業（従業員数 1,000 人～ 2,000 人未満）84 社（6.3%）
⑤大規模企業（従業員数 2,000 人以上 119 社（8.9%）
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これら集団の業種別の企業数は次のようになった。
図表 20：小規模企業，準中規模企業，中規模企業，準大規模企業，大規模企業の「業種別内訳」
小規模企業 準中規模企業 中規模企業 準大規模企業 大規模企業
製造業 172 159 72 30 52
卸・小売業 77 85 32 15 21
サービス業 62 64 20 18 14
不動産業 13 ５ ２ ０ ０
情報通信業 22 23 15 ５ ５
運輸・倉庫業 37 46 10 ６ ５
建設業 47 42 16 ４ 10
その他 ６ ５ ２ １ ２






















小規模 中規模 大規模 小規模 中規模 大規模
行う 854（90.1%）264（95.7%） 115 （96.6%）612（64.6%）207（75.0%）108（90.8%）
行わない 94（9.9%） 12（4.3%） ４（3.4%）336（35.4%） 69（25.0%） 11（9.2%）
原価企画 原価管理
小規模 中規模 大規模 小規模 中規模 大規模
行う 311（32.8%）113（40.9%） 60（50.4%）684（72.2%）211（76.4%） 87（73.1%）
行わない 637（67.2%）163（59.1%） 59（49.6%）264（27.8%） 65（23.6%） 32（26.9%）
ABC/ABM 実体管理
小規模 中規模 大規模 小規模 中規模 大規模
行う 57（6.0%） 24（8.7%） 14（11.8%）280（29.5%）105（38.0%） 58（48.7%）
行わない 891（94.0%）252（91.3%）105（88.2%）668（70.5%）171（62.0%） 61（51.3%）
予算管理 ＭＰＣ
小規模 中規模 大規模 小規模 中規模 大規模
行う 807（85.1%）264（95.7%）116（97.5%） 50（5.3 %） 26（9.4%） 12（10.1%）
行わない 141（14.9%） 12（4.3%） ３（2.5%）898（94.7%）250（90.6%）107（89.9%）
業績管理 BSC
小規模 中規模 大規模 小規模 中規模 大規模
行う 806（85.0%）248（89.9%）113（95.0 %） 56（5.9%） 28（10.1%） 11（9.2%）
行わない 142（15.0%） 28（10.1%） ６（5.0%）892（94.1%）248（89.9%） 108 （90.8%）
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残差 3.8）。同様に「予算管理」（χ２= 33.587，自由度 =2，p=.000）に差がみられ，
小規模企業の実践程度が低く（調整済み残差－ 5.8），大規模企業の実践程度が
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図表 23：小規模企業，中規模企業，大規模企業の「利益計画の範囲」比較
小規模 中規模 大規模
会社全体で行うに過ぎない 19.5% 11.4% 8.7%
会社全体以外に事業部門 58.1% 56.7% 51.3%
会社全体以外に製品種類ごと 5.8% 5.3% 2.6%


















N M SD N M SD N M SD
見積財務諸表 695 4.91 1.54 226 5.19 1.45 99 5.58 1.24
CVP分析 574 3.98 1.78 183 4.26 1.46 71 4.75 1.66
原価企画 684 4.87 1.56 218 4.98 1.32 87 5.29 1.61
SWOT分析 579 3.90 1.52 188 4.13 1.37 72 4.31 1.56
製品ポートフォリオ 540 3.55 1.50 175 3.95 1.28 71 4.28 1.54
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N M SD N M SD N M SD
経営分析 528 5.19 1.20 186 5.27 1.11 94 5.61 1.00
直接原価計算 452 4.78 1.63 152 4.64 1.65 71 4.89 1.67
CVP・損益分岐点分析 427 4.61 1.53 142 4.58 1.40 69 4.93 1.59
差額原価収益分析 381 3.70 1.59 140 3.79 1.56 63 3.92 1.82










































N M SD N M SD N M SD
VA 206 4.48 1.44 86 4.63 1.23 46 5.20 1.64
VE 224 4.55 1.42 90 4.73 1.18 44 5.48 1.58
IE 177 3.97 1.57 76 4.22 1.27 40 4.45 1.71
構想段階でのティアダウン 191 4.01 1.40 74 3.99 1.27 38 4.37 1.55




















N M SD N M SD N M SD
原価低減 290 5.33 1.17 107 5.70 0.93 58 6.02 0.89
要求品質・機能の実現 270 5.26 1.14 105 5.12 1.11 54 5.41 1.30

















N M SD N M SD N M SD
設計担当者の疲弊 271 3.96 1.34 102 4.05 1.20 53 3.81 1.37 
サプライヤーの疲弊 269 3.85 1.35 103 3.90 1.25 53 3.75 1.25 
組織内のコンフリクト 270 4.01 1.27 101 4.16 1.16 54 3.81 1.44 
品質低下 269 3.51 1.44 100 3.52 1.26 53 3.04 1.49 
行過ぎた顧客志向 263 3.90 1.34 96 3.71 1.18 51 3.33 1.31 
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N M SD N M SD N M SD
実際原価計算 546 5.47 1.31 172 5.45 1.42 70 5.34 1.67
標準原価計算 402 4.46 1.75 139 4.89 1.76 62 5.34 1.48
直接原価計算 398 4.52 1.77 118 4.38 1.78 53 5.00 1.88
CVP・損益分岐点分析 396 4.39 1.50 130 4.35 1.40 47 4.81 1.44
原価企画 352 3.64 1.65 124 4.13 1.42 51 5.04 1.43
特殊原価調査 320 2.98 1.54 108 3.44 1.42 40 3.93 1.73
ABC／ ABM 316 2.80 1.59 107 3.07 1.60 38 3.79 1.82
ライフサイクルコスティング 320 2.93 1.50 108 2.75 1.36 38 3.58 1.65
品質原価計算 324 3.06 1.53 107 2.94 1.49 35 3.40 1.79
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N M SD N M SD N M SD
タイムリーな提供ができない 546 4.32 1.58 179 4.27 1.62 70 4.17 1.69 
原価意識が低い 560 4.07 1.56 180 3.77 1.52 67 2.81 1.58 
管理基準が設定できない 524 4.02 1.47 178 3.86 1.47 67 3.33 1.67 
計算制度・報告制度が整っていない 524 3.75 1.53 174 3.40 1.47 65 2.69 1.44 
責任と権限の明確化がない 513 3.91 1.56 174 3.95 1.47 68 3.13 1.60 
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複数配賦基準 35.5% 38.1% 42.9%
操業度基準 26.7% 29.1% 19.5%
ABCを実施 1.9% 3.2% 6.5%
なし（配賦はしていない） 26.4% 15.9% 7.8%
複数配賦基準と操業度基準 6.8% 11.6% 14.3%
その他 2.9% 2.1% 9.1%
206
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７．実体管理
実体管理を行う企業は既にみたように第Ⅰ分類の小規模企業が 280 社の










N M SD N M SD N M SD
JIT 165 3.95 1.99 68 3.71 2.15 36 4.67 2.37
TQC 174 4.57 1.63 75 4.63 1.80 38 4.97 1.70
TQM 167 4.31 1.60 75 4.56 1.80 32 5.06 2.06
QCサークル 211 4.81 1.45 96 5.06 1.47 44 5.39 1.45
TPM 162 4.10 1.65 69 4.20 1.88 32 4.97 1.86
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図表 35：小規模企業，中規模企業，大規模企業での「経理担当者の有無」比較
小規模企業 中規模企業 大規模企業
あり 15.9% 27.5% 41.0%














N M SD N M SD N M SD
社内金利制度 280 2.58 1.87 104 3.49 2.13 52 4.15 2.17
社内資本金制度 250 1.98 1.48 89 1.94 1.40 41 2.63 2.00
社内振替価格の設定 327 3.87 1.93 115 4.17 1.94 59 4.68 1.94
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